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移転価格税制に基づく更正処分にかかる相互協議の合意 

および連結業績予想の修正に関するお知らせ 

 

 

１．移転価格税制に基づく更正処分にかかる相互協議の合意について 

当社は、平成 19 年６月 29 日付「移転価格税制に基づく更正通知の受領と業績予想の修正に関するお知

らせ」で公表のとおり、主に平成 15 年３月期から平成 18 年３月期までの４事業年度の当社と複数の海外

子会社との取引に関して平成19年６月28日付で名古屋国税局より移転価格税制に基づく更正処分を受け、

地方税等を含め約 34 億円の追加税額を納付しました。 

当社は、この更正処分を不服として名古屋国税局に異議申し立てを行う一方で、二重課税の排除を目的

として、国税庁に対して租税条約に基づく海外税務当局との相互協議の申し立てを行っておりましたが、

平成27年９月21日、国税庁より平成27年９月８日付で一の当事国との相互協議が合意に達した旨の通知を

受領いたしましたのでお知らせいたします。 

今回の相互協議の合意により、当社と当該当事国の海外子会社との取引に関しての二重課税が完全に排

除されることとなり、日本側と当社の海外子会社側で合わせて約11億円の税還付を受けることとなります。 

なお、当該当事国以外の海外税務当局との相互協議につきましては、すでに合意に達していることから

今回の相互協議の合意により、上記の更正処分の対象となったすべての当社と海外子会社との取引に関し

ての二重課税が完全に排除されることとなります。 

  



２．連結業績予想の修正 

(1)平成 28 年 3月期第２四半期（累計）連結業績予想の修正（平成 27 年４月１日～平成 27 年９月 30 日） 

 売上収益 営業利益 税引前利益 親会社の所有

者に帰属する

当期利益 

基本的１株当

たり当期利益 

前 回 発 表 予 想 （ A ） 
百万円 

80,500 

百万円 

2,800 

百万円 

3,200 

百万円 

1,800 

円 銭 

35.86 

今 回 修 正 予 想 （ B ） 80,500 2,800 3,200 2,900 57.78 

増 減 額 （ B － A ） 0 0 0 1,100  

増 減 率 （ ％ ） 0.0 0.0 0.0 61.1  

（ご参考）前期第２四半期実績 

（平成 27 年３月期第２四半期） 
－ － － － － 

（注）当社は、平成 27 年３月期の有価証券報告書における連結財務諸表から、国際会計基準（IFRS）を任

意適用しております。前四半期実績は IFRS に基づき算出していないため、記載しておりません。 

 

(2)平成 28 年 3月期連結業績予想の修正（平成 27 年４月 1日～平成 28 年３月 31 日） 

 売上収益 営業利益 税引前利益 親会社の所有

者に帰属する

当期利益 

基本的１株当

たり当期利益 

前 回 発 表 予 想 （ A ） 
百万円 

165,000 

百万円 

9,400 

百万円 

10,200 

百万円 

6,500 

円 銭 

129.51 

今 回 修 正 予 想 （ B ） 165,000 9,400 10,200 7,600 151.43 

増 減 額 （ B － A ） 0 0 0 1,100  

増 減 率 （ ％ ） 0.0 0.0 0.0 16.9  

（ご参考）前期実績 

（平成 27 年３月期） 
154,395 8,746 12,104 7,230 144.07 

 

修正の理由 

前記１に記載のとおり、移転価格税制に基づく更正処分にかかる相互協議の合意に基づき約 11 億円の税

還付を受けることとなるためであります。なお、平成 27 年４月 28 日に公表いたしました配当予想の修正

はありません。 

 

（注）上記の予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後、 

様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

 

以上 


